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１ 推進地域の児童生徒の現状

【不登校児童生徒数の推移】 【不登校出現率の推移】

２ 目標、目指す子ども像
【港小学校・港中学校の目標】
「学びを未来につなげ、仲間とのつながり、たくましく自分の未来に向かって
歩む児童生徒の育成」



３ 今年度の取組
(1) みんなが安心して学ぶことができる学校づくり

・全校縦割集会（中）

【生徒アンケート】 【縦割グループでの話合い】 【中学校の実践発表】

○共感的な人間関係の育成

・いじめストップ集会（小）の実施

・望ましい学校風土についてのアンケートを実施、その結果について全校生徒で共有し縦
割りグループで「目指すべき姿」について話し合った。

・いじめはなぜ起こるかについてのアンケートを実施し、全校児童で共有した。
・「普段の生活で自分の言葉や行動が誰かを嫌な気持ちにしていないか」を意識して過ご
すことを確認した。



３ 今年度の取組

○「SOSの出し方」に関する教育の充実
・「自殺予防教育プログラム」の充実と計画的な取組
・共感的な人間関係を目指した「みんなが活躍できる授業づくり」の実践

【第１学年 特別活動「気持ちの伝え方」の授業】

(1) みんなが安心して学ぶことができる学校づくり

・授業後のアンケートでは「相手にどのように気持ちを伝えたらよいか学ぶことができ
た」等、人間関係づくりについて前向きな感想があった。



３ 今年度の取組

・スクールカウンセラーと連携した教育相談体制の整備
・子ども理解支援ツール「ほっと」を年２回実施
・アセスメントツール「心と身体のチェック」を夏季休業明けに実施
・教育相談を５月及び10月に実施
・不登校対策連絡協議会の定期的な実施

(2) 心のSOSの早期発見・早期支援の充実

○「多様な学びの場」の設置及び充実

(3) アセスメントに基づく実効的なチーム支援体制の構築

・校内教育支援センターにおける多様な学習方法の導入
・不登校生徒へのオンライン授業の配信
・函館市南北海道教育センター 「サポートベース函館」との連携
・不登校生徒・不登校傾向のある生徒及び保護者への定期教育相談の実施

○スクールカウンセラーとの連携及びアセスメントツールの活用



３ 今年度の取組

【写真等のタイトル】

・アセスメントツールを活用し、悩み、不安及びストレス等を抱える児童生徒の早期発見・早
期対応に努める。

・「多様な学びの場」の設置等により、居場所づくりを充実させる。
・不登校対策連絡協議会を開催し、不登校児童生徒について推進地域で情報共有し支援につな
げる。

・各学年の実態にあわせた「SOSの出し方」に関する教育を行い、日常生活に生かせるように
する。

４ 取組のポイント

○アセスメントに基づく・実効的なチーム支援体制の構築
・不登校の傾向が見られた生徒への支援
・不登校支援コーディネーターを中心に、スクールカウンセラー等と連携
した月例の校内生徒支援対策委員会の開催

○小中９年間を見通した支援
・連携会議を通じ、支援や配慮が必要な児童生徒へのアプローチ等につい
ての情報交流及び支援体制の整備

・加配教諭による小学校での出前授業



５ 成果と課題

【子ども理解支援ツール「ほっと」の結果】

【成果①】
・加配教員が中心となって各種調査の分析を行い、結果を共有して組織的な支援
を行ったことにより、子ども理解支援ツール「ほっと」における「表明」「参
加」の各項目および尺度得点である「関係維持」「仲間強化」「自己統制」の
項目で数値が上昇した。

・児童生徒のストレス対処能力の向上や学級の居場所づくりができたことにより、
自己有用感が向上した。

項目 関係維持 仲間強化 自己統制 表明 緊張 参加 相談

６月 50.6 51.3 52.2 2.9 2.5 3.3 3.3

10月 51.4 53.1 54.1 3.0 2.5 3.4 3.3

【成果②】
・学校がスクールカウンセラーと連携したことにより、不登校傾向にある生徒

の早期発見・早期対応を行うことができた。また、校内教育支援センター（サ
ポートルーム）の学習環境や相談体制を整えたことにより、生徒の学校生活に
対する安心感を醸成し、学習に対する意欲を高めることができた。



５ 成果と課題

【課題】
・不登校児童生徒の中には、教育活動においてさらなる支援が必要な児童生徒も
いることから、不登校対策コーディネーターの教員等が中心となり、関係機関
との連携を深めるなど、誰一人取り残さない教育を行うための支援の強化を図
る必要がある。

・「SOSの出し方」についての授業は、継続的な取組となるよう、各教科等での
対話的な活動場面において、本時で学んだ相手への伝え方を意識させるなど、
活用できる場面を広げる必要がある。

【成果③】
・特別活動において（「SOSの出し方」）を、学年の実態に合わせて「気持ちの

伝え方」という題材で行ったことにより、その後の学校生活において、生徒間
で自分と相手の気持ちを考えた発言・行動が多く見られるようになった。

【第１学年 特別活動「気持ちの伝え方」 授業後の生徒の感想】



６ 次年度以降の取組に向けて
・子ども理解支援ツール「ほっと」やアセスメントツール「心と身体のチェッ
ク」などを活用し、推進地域全体で児童生徒のSOSを早期に発見し対応でき
るよう、チーム支援体制を継続する。

・「SOSの出し方」に関する教育は、昨年度は第３学年、今年度は第１学年を
対象に実施した。次年度は、自殺予防教育プログラムのより一層の推進を図
るために、これまでの実践をもとに全校で実施するなど、中学校３年間を通
じた組織的・計画的な取組を行う。

・児童生徒の実態を、小・中学校間で共有するため、連携会議や授業参観や乗
り入れ授業の回数を増やすなどし、推進地域全体で共通した取組となるよう、
不登校対策のより一層の推進を図る。


